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新学習指導要領における小学校社会の地理的内容とその特色
Geographical Contents and the Characteristic of Elementary School Society
in New Course of Study
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Ⅰ．はじめに
周知のように、文部科学省は、平成２０年３月２８日、新小学校学習指導要領の告示を行った。
完全実施は、平成２３年度からである。ただ、移行期間（平成２１年度・２２年度）でも、学校の判
断によって先行実施できる。
今回の改訂の基本的なねらいは、３点ある。１つは、改正教育基本法等で明確となった教育
の理念をふまえ「生きる力」を育成すること、２つは、知識・技術の習得と思考力・判断力・
表現力等の育成のバランスを重視すること、３つは、道徳教育や体育などの充実により、豊か
な心と健やかな体を育成することである。
基本的なねらいの背景には、２点が大きく関係する。１つが、教育基本法と学校教育法が改
正されたこと、２つが、OECDのPISA調査結果の影響である。教育基本法は、２００６年１２月に改
正教育基本法が成立した。第５条（義務教育）として、これまでの修業年限（９年）の記載が
削除された。また、第６条（学校教育）として、自主的な学習意欲を高めることを重視した。
学校教育法では、学校の規定順序がこれまでの小学校に変わり、幼稚園を先頭にした。
PISA調査結果では、学力低下が明白となった。そこで、２００４年に教科内容の「はどめ規
定」を見直し、「発展的な学習」を盛り込むといった暫定的な対応をしてきた。それを受け、新
学習指導要領では、授業時数が増す。小学校では、国語、算数、理科、社会、体育の授業時数
が増加となり、外国語活動も新たな領域として加わった。社会の場合、５年生と６年生でそれ
ぞれ増加した。
新小学校学習指導要領社会では、基礎知識の定着として地理的内容の充実が目立った。その
関連として、日本地理学会で実施した地理的位置の調査、昨今の自然災害の影響といったこと
がある。むろん、歴史的内容では、改正教育基本法の「伝統と文化を尊重」に関わる世界文化
遺産の活用、公民的内容では、裁判員制度に関わる法教育など新たなものも加わっている。し
かしながら、次章で示すように、改善の具体的事項では、地理的内容がより多く取り上げられ
た。よって、本稿では、新小学校学習指導要領社会における地理的内容とその特色について検
討する。また、接続の教科、機関でも、地理的内容の系統性を確認しておきたい。小学校学習
指導要領社会編の解説が示されて以降、社会科教育について専門雑誌を中心に特集が組まれて
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いる。また、山口（２００８）では、中学校地理教育の内容と特色について報告した。他方、小学
校の地理的内容は、社会科全体の視点、学年単位の視点が中心となり、踏み込んだ検討には至
っていない。また、地理的内容の系統性については、学校単位、教科単位の議論が先行し、ど
うしても後回しになってしまう。地理教育の系統性は、小学校、中学校、高等学校について、
山口他（２００６）の優れた業績があるものの、新学習指導要領が示された今、改めて確認する意
義はあろう。
Ⅱ 社会科改訂の趣旨・要点（目標の改善）にみる地理的内容
本章では、社会科改訂の趣旨・要点をみながら、地理的内容を取り上げる。社会科改訂の基
本方針は、３点示された。１つは、社会的な見方や考え方の育成をより重視する方向が示され
たこと、２つは、社会的事象に関する基礎的な知識の習得、それを活用する力や探求する力を
育成するため、具体的な方向性をより示したこと、３つは、公共的な事柄に自ら参画していく
資質や能力を育成することをより重視した点である。従来から指摘されている点もあるが、と
くに知識を習得する視点が強調された。これらは、小学校や中学校の社会科のみではなく、高
校の地理歴史科、公民科にも関連する。
小学校では、改訂の基本方針を受け、改善の具体的事項を２つ挙げた。１つは、４７都道府
県、主な大陸名、海洋名、主な国の名称と位置の理解、地図帳や地球儀の活用である。２つ
は、文化遺産を含む地域資源の保護・活用である。
主な国と４７都道府県の名称と位置に関しては、日本地理学会の実施した調査結果が、その必
要性を示している。本調査（２００４年１２月～２００５年２月の間で実施）は、高校生、大学を対象と
した地理的認識を問う調査であった。高校生は、全国５１校約６，０００人を対象、大学生は、全国
３１大学約３，７００人を対象としたものである。国の位置として、アメリカ合衆国、ブラジル、イ
ンド、北朝鮮、フランス、フィンランド、ケニア、ベトナム、スイス、イラク、都道府県の位
置として、東京都、長野県、秋田県、石川県、愛知県、栃木県、奈良県、島根県、愛媛県、宮
崎県を地図上の記号から選ぶものである。調査結果は、高校生の場合、国ではアメリカ合衆国
８３．６％でもっとも正答率が高く、もっとも低いのはイラク２５．６％であった。都道府県では、東
京都９３％でもっとも正答率が高く、もっとも低いのは宮崎県４２．７％であった。大学生の場合、
国ではアメリカ合衆国とインド（正答率８５．７％）が並んだ他は、高校生と同じような結果を示
した。イラクは、２０００年以降、イラク戦争などで頻繁に時事ニュースとして取り上げられてい
るが、必ずしも地理的認識には至っていない。宮崎県は、知事の知名度が高いものの、意外な
ほど地理的認識には結びついていない。すなわち、国や都道府県では、名称の認識が高くて
も、位置の認識が高いとは限らないことがわかる。また、正答率がもっとも高いアメリカ合衆
国や東京都は、名称で知らない生徒や学生は皆無であろう。そのように考えると、１０％前後の
人が誤答したことは課題である。本調査は、高等学校地理歴史科地理の必修科目化を目指して
基礎資料としたものであるが、小学校や中学校社会科にも影響を与えた。これら対象とした国
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や都道府県は、小学校・中学校段階までの既習事項である。本調査結果では、既習事項として
の地理的認識が身についていないことが浮き彫りとなった。
文化遺産を含む地域資源の保護・活用では、中学年の地域調査で関わる。地域調査では、動
態的変化について、調べ学習を通じて実践することができ、その結果を地図で比較検討するこ
とも可能である。このような活動では、地理的な視点が活かされる。
社会科の目標では、２つの改善点を重視した。１つは、社会生活や国土に対する理解、自然
災害の防止の重要性について関心を深めることができること、２つは、各種の基礎的資料を効
果的に活用し、社会的事象の意味や動きなどについて思考、表現できる力を育成することであ
る。
国土に対する理解では、単なる自然地理的事象の理解ではなく、自然条件との関連から人々
の生活に結びつける点が示された。地理的内容では、人文地理と自然地理が区別して扱われや
すいため、その関連を生活と結びつけることで地理の有用性を確認できる。また、自然災害の
防止の記載は、昨今の集中豪雨、地震、火山による被害が拡大していることがある。自然災害
は、日常生活に密接に関連するものであり、人文地理と自然地理の融合することで、より高い
学習効果を期待できる。例えば、森林資源が、防風、防雪、防砂など人間生活に役立っている
ことを示すことができる。
以上から、社会科改訂の要旨・要点をみれば、地理的内容を重視し、国内外に関する地理的
知識の定着を図る他に、自然地理や地理情報システム、地図の活用・表現においても充実し
た。
Ⅲ 社会科改訂の要点（各学年の内容）にみる地理的内容
１ 第３学年及び第４学年
第３学年及び第４学年の目標では、地域の人々の健康な生活を守るための諸活動の理解に関
する部分に、「良好な生活環境」を追加した。能力に関する部分では、「考えたことを表現する
こと」をすべての学年で重視した。２年間を通じて展開する方法は、従前どおりである。
第３学年及び第４学年の内容では、６点の改善がみられた。１つは、身近な地域、市町村の
地形、土地利用、公共施設に関する内容で「古くから残る建造物」を追加した。また、内容の
取扱いでは、「方位、主な地図記号」を活用することも加わった。古くから残る建造物は、伝統
的建造物の他に、地域産業を支えた産業遺産さらには土木遺産なども含まれる。これらは、地
域の調べ学習を通じて、従前より対象になっていたものである。ただ、新たに追記されたこと
により、市町村単位の地域についてどのように変化してきたのか、動態的な視点がより重視さ
れた。具体的には、新旧の地域における社会的事象を調べ、地図表現を通じて比較させるとい
う方法が考えられる。また、地図の表現では、方位を示すことが基本であり、８方位までしっ
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第３学年・第４学年
（１）「身近な地域や市（区・町・村）」の学習
ア 身近な地域や市（区・町・村）の特色ある地形、土地利用の様子、主な公共施設など
の場所と働き、交通の様子、古くから残る建造物など（内容の（１）については、方位や主
な地図記号について扱うものとする）
（４）「安全なくらし」の学習
ア 関係機関は地域の人々と協力して、災害の事故の防止に努めていること。
イ 関係の諸機関が相互に連携して、緊急に対処する体制をとっていること。
（６）「県（都・道・府）の様子」の学習
ア 県（都・道・府）内における自分たちの市（区・町・村）及び我が国における自分た
ちの県（都・道・府）の地理的位置、４７都道府県の名称と位置
ウ 県（都・道・府）内の特色ある地域の人々の生活（ウについては、自然環境、伝統や
文化などの地域の資源を保護・活用している地域を取り上げること。その際、伝統的な工業
などの地場産業の盛んな地域を含めること）
第５学年
（１）「国土の自然と国民生活」の学習
我が国の国土の自然などの様子について、次のことを地図や地球儀、資料などを活用して
調べ、国土の環境が人々の生活や産業との密接な関連をもっていることを考えるようにす
る。
ア 世界の主な大陸と海洋、主な国の名称と位置、我が国の位置と領土
イ 国土の地形や気候の概要、自然条件から見て特色ある地域の人々の生活
エ 国土の保全などのための森林資源の働き及び自然災害の防止
（４）「情報産業と国民生活」の学習
我が国の情報産業や情報化した社会の様子について、次のことを調査したり資料を活用し
たりして調べ、情報化の進展は国民の生活に大きな影響を及ぼしていることや情報の有効な
活用が大切であることを考えるようにする。
イ 情報化した社会の様子と国民生活のかかわり（イについては、情報ネットワークを有
効に活用して公共サービスの向上に努めている教育、福祉、医療、防災などの中から選択し
て取り上げること）
第６学年
（１）「日本の歴史」の学習
ア 狩猟・採集や農耕の生活、古墳について調べ、大和朝廷による国土の統一が分かるこ
と。その際、神話・伝承を調べ、国の形成に関する考え方などに関心をもつこと。
第１表 小学校社会の内容における主な改善点（太字）
資料）加藤寿朗（２００８）：小学校新指導要領・内容の改変点と移行措置ガイド、『社会科教育１１
月臨時増刊号』明治図書、p．１５。
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かり活用できるようにさせたい。主な地図記号では、「図書館」、「老人ホーム」、「風力発電」な
ど新たに加わったものを取り上げる必要がある。その結果、地域調査における動態的な視点、
地図や地図記号の活用の充実といった地理的な視点の活用を促進できる。
２つは、地域の生産や販売に携わっている人々の働きに関する内容で、「農家、工場、商店な
どの中から選択して取り上げること」に改めた。「生産」では、農家、工場などの中から選択、
「販売」では、商店を取り上げることを示した。また、「販売者の側の工夫を消費者の側の工夫
と関連付けて扱うようにすること」に改めた。具体的な選択肢を示した以外は、大きな変化は
ない。生産と販売を区別することで、地域に根付く生産活動を正しく理解する機会が増した。
また、販売では、販売者と消費者の工夫について関連付けるよう指示している。食の安全が叫
ばれる中、農作物の産地、農業方法まで情報公開するようになってきた。消費者は、こうした
情報をもとに購買するようになり、外国産の食品など依然にも増して注意するようになってい
る。そのため、農産物や工業製品の流通過程に着目することで地理的な視点を活用できる。
３つは、地域の人々の健康を守るための諸活動に関する内容で「資料の活用」や「良好な生
活環境」を加えた。内容の取扱いでは、「節水や節電などの資源の有効な利用についても扱うこ
と」や「社会生活を営む上で大切な法やきまりについて扱うこと」を加えた。良好な生活環境
として、安定した飲料水、電気、ガスの確保が考えられる。これらは、降水量や天然資源量の
変化に関連する。こうした内容は、地図帳の活用で理解を深めることができる。
４つは、地域の人々の安全を守るための諸活動に関する内容で「災害及び事故から人々の安
全を守る工夫」から「災害及び事故の防止」に、「連絡を取り合いながら」から「連携して」に
改めた。また、「資料の活用」、「地域の人々」、「関係機関は地域の人々と協力して、災害や事故
の防止に努めていること」を加えた。内容の取扱いでは、「社会生活を営む上で大切な法やきま
りについて扱うこと」を加えた。人々の安全を守る工夫では、過去の犯罪発生場所を特定した
防犯マップを作製し、周知するような試みがすすんでいる。ここでも、地図の活用や意義につ
いて学習できる機会が増した。
５つは、地域の文化財や年中行事に関する内容で「地域に残る」から「地域の人々が受け継
いできた」に改めた。地域の人々が受け継いできた行事では、先祖が現住地に移住し、出身地
で根付いた行事を発展させ受け継いできたものが含まれる。北海道では、明治期、本州各方面
から移住し定着した。移住者は、出身地の伝統行事を受け継ぎ、今に伝えるものも多い。例え
ば、沼田町では、８月、夜高行燈祭りが開催されている。この祭りのきっかけは、移住者の出
身地である富山県の伝統行事が起源となっている。伝統行事などの一部には、伝播し、その地
域で受け継がれたものもある。このように、伝統行事の伝播やその発展では、地理的な視点を
活かすことができる。
６つは、都道府県の地形や産業、県内の特色ある地域に関する内容で「我が国における自分
たちの都道府県の地理的位置」や「４７都道府県の名称と位置」を加えた。内容の取扱いでは、
「地形からみて特色ある地域」を第５学年に移行し、「自然環境、伝統や文化などの地域の資源
７３
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を保護・活用している地域」を加えた。これは、前章でみたように、改善の具体的事項として
もっとも重視された部分である。
第３・４学年は、内容において、地理的知識の習得が鮮明となり、これまで地理的内容がや
や希薄な部分においても、地理的な視点を取り入れることが可能となった。ただ、地理的知識
の習得は、第６学年までに達成させるようになっている。すなわち、第３・４学年の中では、
短期間での暗記を強いるような展開は望ましくない。
２ 第５学年
第５学年の目標では、国土の様子と国民生活との関連の理解と態度に関する目標として、「国
土の環境と国民生活との関連」と「自然災害の防止」を追加した。また、国の産業の様子と国
民生活との関連の理解と態度に関する目標として、「社会の情報化の進展」を追加した。
第５学年の内容では、第３・４学年との連続性を強めるため、内容の示し方の順序を改め
た。また、内容では、２点の改善を行った。１つは、我が国の国土の様子と国民生活との関連
に関する内容で「地球儀の活用」、「世界の主な大陸と海洋、主な国の名称と位置」、「自然災害
の防止」を加えた。また、「国土の位置」から「我が国の位置と領土」に、「気象条件」から地
形を含めた「自然条件」に改めた。内容の取扱いでは、「国土の位置」の指導で「我が国の領土
と近隣の諸国を含めて取り上げるものとすること」、「主な国」の指導で「近隣の諸国を含めて
取り上げるものとすること」に改めた。地球儀の活用は、主な大陸と海洋、主な国の名称と位
置、我が国の位置と領土を理解する上で重視したものである。また、日本で市販している世界
地図は、日本を中心に作製されており、北米やヨーロッパは東西に位置する。両地域は、あた
かも、端に位置しているような誤解を生む。そのような誤解を生まないためにも、地球儀の活
用が望ましい。主な大陸は、ユーラシア（アジア・ヨーロッパ）、北米、南米、アフリカ、オ
ーストリア、南極の６大陸を想定できる。海洋は、それら大陸を取り囲む、太平洋、大西洋、
インド洋が挙げられる。主な国では、アジアの近隣国として、中国、韓国、北朝鮮の他にロシ
ア、アメリカ合衆国、オーストラリア、イギリス、ドイツ、フランス、イタリアなどが候補と
なろう。資源輸入では、サウジアラビア、マレーシア、インドネシアなどを取り上げることも
できる。さらに、我が国の位置と領土では、領土問題に関係するロシア、韓国、中国、台湾と
いった国や地域にも触れなければならない。自然条件は、山地、盆地、平野、高原、海岸、島
などを取り扱うことによって地域的特色を理解しやすくなる。
２つは、我が国の情報産業などの様子と国民生活との関連に関する内容で「我が国の通信な
どの産業」を「我が国の情報産業や情報化した社会の様子」に、「これらの産業」から「情報化
の進展」に、「これらの産業に従事している人々の工夫や努力」から「情報化した社会の様子と
国民生活とのかかわり」に改めた。内容の取扱いでは、「放送、新聞、電信電話などの中から一
つを取り上げるものとする」から「放送、新聞などの中から選択して取り上げること」に、情
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報化した社会の様子と国民生活とのかかわりについての事例として、「情報ネットワークを有効
に活用して公共サービスの向上に努めている教育、福祉、医療、防災などの中から選択して取
り上げること」を加えた。産業の場合、工業・農業の立地や工業製品・農産物の流通過程を理
解する上で地理的な視点は重視されてきた。上記の改善によって、情報化の進展の内容でも地
理的な視点の活用が増した。
第５学年は、内容において、地理的知識の習得が増加したのに加え、それを押し進めるため
の、地図や地球儀の活用も重視された。主な大陸、海洋、国の名称や位置、領土を学習する方
法では、地球儀の活用が強く望まれる。地球儀は、回すことで大陸、海洋の位置関係を理解で
きる。さらに北極からの視点、南極からの視点も、重要な気付きを与える。情報化の進展で
は、地理情報システムの普及が関連し、カーナビゲーションシステムや天気予報など身近な地
理的内容としての取扱いもできる。
内容の取扱いでは、農業生産や工業生産において、価格・費用や交通網を取り扱うよう追加
した。農産物では、国内でも生産されている品目を日本よりはるか遠い地域・国々から輸入し
ていることが少なくない。そのような場合、価格・費用を関連させながら、発問を通じて地理
的な視点を取り入れることができる。工業製品では、輸出入や移出入を考え、空港、港湾、高
速道路など交通の結束点に工場立地する場合が多い。工場立地では、交通網の有無も重要な立
地要因の一つとなる。このような切り口から、交通網を取り上げることができ、地理的な視点
を活かせる。
３ 第６学年
第６学年では、歴史的内容や公民的内容について３つの改善を行った。地理的内容は、少な
いながらも、我が国の歴史に関する部分と国際理解に関する部分で一部関連する。我が国の歴
史に関する部分では、世界文化遺産の活用を取り上げることができる。日本には、いくつかの
登録遺産が分布しており、今後も増加する可能性がある。具体的には、当時の社会的背景や文
化の伝播を理解する上で、地理的な視点を活用できる。
我が国とつながりの深い国の人々の生活の様子、国際社会における我が国の役割に関する内
容で、「地球儀の活用」が加わった。とりわけ、主な大陸、海洋、国の名称と位置は、第６学年
までに習得されるべきものとしている。国際理解に関する内容でも、単なる関係事項の理解を
深めるだけではなく、それら関係国の地理的認識を重視するため、地球儀の活用を示した。
以上から、各学年内容の改善点をみれば、第３・４学年と第５学年において、そのほとんど
が地理的内容であり、第６学年でも一部含まれた。よって、小学校社会は、これまでに増して
地理的内容を中心に改善された。とりわけ、基礎知識の習得は、地理的知識を重視したと判断
できる。
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Ⅳ 接続機関・教科との接続
１ 幼稚園教育地理的内容との接続
新幼稚園教育要領では、改善の基本方針の一つとして、「発達や学びの連続性をふまえた幼稚
園教育の充実」を挙げた。中でも、幼稚園教育と小学校教育の円滑な接続を重視した。幼稚園
教育における教育の成果が、小学校教科等につながっていくことを指す。その一つの試みとし
て、教師の意見交換、こどもの相互交流が実施されている。なお、小学校教育との接続は、新
保育所保育指針でも、強調されている。
幼稚園教育では、地理的な教育保育の内容として、散歩活動や遠足を取り上げることができ
る。散歩活動は、年間を通じて適度に実施されるものであり、五感を通じて自然的事象や社会
的事象に興味関心を向けさせることを目的とする。そのほとんどは、徒歩活動を中心としたも
のであり、ルートも複数用意している場合が多い。そのため、保育者の接し方により、空間認
識や環境認識の芽生えを高めることができる。接し方として、「発見」、「比較」、「共有」といっ
た支援ができれば、空間認識や環境認識につなげることができるであろう。ただ、幼稚園教育
の展開は、小学校以上の教科とは異なるため、特定の保育活動に傾倒することは好ましくない。
園内保育では、地図を活用した遊び体験も考えられる。例えば、紙の絵地図、木製の地図パ
ズル、地図絵本を使った保育活動である。これらの教材は、徐々にではあるが、増えている。
菊地（２００８）でも述べたように、地図絵本では、ストリー性を有しながら空間認識できる新し
いタイプのものが市販されている。そのような地図絵本を活用すれば、空間認識の応用とし
て、旅行や外出など日常生活の中でも地理的な視点を活かすことができる。また、多くの絵地
図は、動植物、交通機関など興味関心を引くものが主題となっている。散歩活動では、交通機
関、植物、小動物、遠足では、動物園、水族館、植物園、自然公園において動植物に触れるこ
とができる。これらの活動を通じて、絵地図の事象と結びつけることができる。
地理的内容（社会科）との接続を考えた場合、散歩活動や遠足の経験は、地域の調べ学習で
発揮することができる。事象に対する興味関心が高ければ、多様な疑問や発見といった行動を
期待できる。こうした姿勢は、教科書、副読本、地図帳、ビデオ（映像）、写真などの資料を
みせ、考えさせるような場面でも効果はあろう。地理的内容を学習する時、幼稚園教育を振り
返るような試みも有効となるかもしれない。
２ 生活科地理的内容との接続
自明のことではあるが、生活科は、１９８９年に新たに設置した科目である。同時に、低学年の
社会科と理科は、消滅した。生活科は、社会科と理科の内容を単純に統合したものではない
が、大部分を引き継いだ。生活科は、低学年の科目であり、幼稚園教育から第３学年以降の社
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会、理科、総合的な学習の時間などへの橋渡しとして重要な役割をもつ。とりわけ、幼稚園教
育と小学校教育との接続は、生活科が大きな窓口となり、学習の連続性を担う。そのようなこ
とから、当初より、教科内容には、「遊び」活動や合科的な指導を含んだ。
生活科の改善点として、「通学路の様子を調べ、安全を守ってくれる人々に関心をもつなど、
安全な登下校に関する指導の充実に配慮すること」、他教科との接続として、「地域と生活」の
内容で、地域で働いている人を対象とすること、「公共物や公共施設の利用」の内容で、それら
を利用することを明確にした。とりわけ、上記２つの内容では、社会科へのつながりも示し
た。
生活科では、段階的な展開で行う。第１段階では、「児童の生活圏としての児童に関する内
容」として３つの内容がある。地理的内容は、「通学路の様子」や「地域と生活」が該当する。
通学路の様子では、ルート上の事象を対象とし、地域と生活では、学校や自宅を含む身近な場
所に位置する事象を対象とする。そのため、線的な見方から面点な見方に発展できるような工
夫がされている。第２段階では、「体験活動に関する内容」として５つの内容がある。地理的内
容は、「公共物や公共施設の利用」や「身近な自然観察・地域行事への参加」が該当する。公共
物では、交通機関や博物館資料など、公共施設では公園、駅、バスセンター、図書館、公民館
などが具体的に例示された。身近な自然観察では、幼稚園教育同様に五感を通じて興味関心を
与えながら観察することを挙げている。地域行事への参加では、伝統行事や伝承遊びにかかわ
ることが示されている。第３段階では、自分の成長についての内容であり、地理的内容は希薄
となる。
生活科では、これら内容を独立して行う他に、関連させながら展開できるようになってい
る。例えば、町探検として、「地域と生活」、「公共物や公共施設の利用」、「身近な自然観察・地
域行事への参加」を関連させながら、１つの活動として取り組むことができる。
地理的内容（社会科）との接続を考えた場合、児童の生活圏の学習が、中学年で行う地域の
調べ学習に活かすことができる。これまでも、町探検の学習成果を床地図や絵地図に表現し、
まとめるような実践がみられた。このような実践を経た場合、地理的な視点の活用がスムーズ
となる。また、公共施設の利用は、地域の調べ学習において図書館資料や博物館資料を活用す
る際、役立つ。さらに、地域と生活では、商店で働く人、畑で働く人など、人的交流が強調さ
れた。これも、地域や産業の調べ学習において、聞き取り調査の準備として都合がよい。
３ 中学校社会科地理的分野との接続
中学校社会科は、小学校同様、２００９年４月以降に移行期間に入る。ただ、小学校より１年間
長く２０１１年度まで設定されている。移行期間では、小学校の社会科同様に、新学習指導要領の
内容をすべて又は部分的に実施できる。
中学校社会科地理的分野の改訂は、６点示された。１つは、目標の見直し、２つは、内部構
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成の見直し、３つは、世界に関する地理的認識の重視、４つは、動態地誌的な学習による国土
認識の充実、５つは、地理的技能の育成の一層の重視、６つは、社会参画の視点を取り入れた
身近な地域調査である。
目標の見直しは、日本や世界の諸地域の地誌学習が重視したことを具体化したものである。
目標の（１）では、日本や世界の地理的事象に対する関心を高め、広い視野に立って我が国の
国土及び世界の諸地域の地域的特色を考察し理解させ、地理的な見方や考え方の基礎を培い、
我が国の国土及び世界の諸地域に関する地理的認識を養うとした。目標（２）では、日本や世
界の地域の諸事象を位置や空間的な広がりとのかかわりでとらえ、それを地域の規模に応じて
環境条件や人間の営みなどと関連付けて考察し、地域的特色や地域の課題をとらえさせるとし
た。
内部構成の見直しでは、従前の「世界と日本の地域構成」「地域の規模に応じた調査」「世界と
比べて見た日本」から「世界の様々な地域」「日本の様々な地域」の２つの大項目で編成した。
そのねらいは、世界と日本の地理的認識の座標軸を形成するために世界と日本の地域構成に関
する学習を行い、世界各地の人々の生活の多様性や日本全体を取り上げ、続いて諸地域の地域
的特色を学習する流れを目指したものである。最後に、地域の調べ学習をするように設定され
た。これらは、習得、活用、探求の考え方を基礎としている。
世界に関する地理的認識では、緯度や経度、大陸と海洋の分布、主な国々の名称と位置、地
域区分において世界の地域構成を理解するようにした。次に、世界各地の人々の生活と環境で
は、人々の生活の様子とその変容について考察させ、多様性を理解するようにした。続いて、
世界の諸地域では、各州に暮らす生活の様子を的確に把握できる地理的事象を取り上げ、主題
を設定し、各州の地域的特色を理解するようにした。諸地域として、アジア、ヨーロッパ、ア
フリカ、北アメリカ、南アメリカ、オセアニアを例示した。最後に、世界の様々な地域の調査
を設定し、調査視角や方法を理解するようにした。
動態地誌的な学習による国土認識の充実では、我が国の国土の位置、時差、領域の特色と変
化、地域区分を取り上げ、日本の地域構成を理解するようにした。次に、世界と比べた日本の
地域的特色では、自然環境、人口、資源・エネルギーと産業、地域間の結びつきから特色を大
観させるようにした。続いて、日本の諸地域では、自然環境、歴史的背景、産業、環境問題や
環境保全、人口や都市・村落、生活・文化、他地域との結びつきを中核として地域的特色を理
解させるようにした。最後に、身近な地域の調査を設定し、調査視角や方法を理解するように
した。
地理的技能の育成の一層の充実では、各種地図、地球儀、地図帳の効果的な活用と地域調査
の積極的な取り組みが期待されたものである。また、身近な地域調査では、社会参画の視点も
重視されている。例えば、地域調査の結果をまちづくりに寄与できるような提言に結びつける
ことも考えられる。このような活動を通じて、公民的資質の育成を期待している。
地理的内容（社会科）の接続を考えた場合、地理的知識の取得が重視されている点は、小学
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校と中学校の連続性をもって対応が可能である。例えば、小学校段階で取得されるべき、都道
府県の名称と位置は、中学校において日本の諸地域学習を通じて定着を深めることが可能であ
る。また、各種地図や地球儀の活用では、世界の地域構成などの理解において引き続き学習で
きる。さらに地域調査では、小学校での地域の調べ学習の経験を、世界の様々な地域の調査、
身近な地域の調査で応用できる。とりわけ、中学校では、動態的な視点での地誌学習を重視し
たことにより、地域調査でも、静態的な事象を調べるほかに、どのように地域が変容したのか
を取り入れることが可能である。その結果、高度な地域調査の成果を期待することができる。
Ⅴ おわりに
本稿では、新学習指導要領における小学校社会科の中で、地理的内容を取り上げ、その特色
について検討してきた。また、地理的内容の接続として、幼稚園教育、生活科地理的内容、中
学校社会科地理的分野にも触れた。
小学校社会科の場合、改訂の要旨や要点、目標、各学年の内容を通じて、地理的内容を中心
に改善したことが読み取れる。とりわけ、社会科の基礎知識の習得として、地理的知識の定着
を重視し、都道府県や主な国の名称と位置など具体的な事項も示された。地理的知識の欠如
は、日本地理学会が実施した調査結果でも明らかであり、改訂内容として妥当なものと判断で
きる。また、昨今の自然災害、情報化の進展などに関連して、それら内容も追加された。さら
に、改正教育基本の「伝統と文化を尊重」によって、歴史的内容のみではなく、地理的内容で
も文化遺産の活用をして動態的な視点で捉えることができる。動態的な視点は、中学校社会科
地理的分野でより重視されているものであるが、中学年の地域の調べ学習において地域の変容
を扱う時に取り入れることもできる。
以上から、地理的内容について特筆できる点を２つ指摘しておきたい。これまで地理的内容
は空間軸、歴史的内容は時間軸を重視してきた。他方、地理的内容は、空間軸に加え時間軸も
重要としている。今回の改訂では、本来の地理的内容の姿に接近したものと判断できる。すな
わち、地理のもつ有効性が示された。
次に、幼稚園教育と小学校教育の連続性、生活科と社会科のつながり、小学校社会科と中学
校社会科のつながりが、これまで以上に具体的に示されている。これらは、地理的内容に限る
ものではない。しかしながら、高校までを含めた幼稚園、小学校、中学校、高等学校の系統性
がより重視され、地理教育の目指す一貫カリキュラムの方向性に近づいたものと判断できる。
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